
令和７年度監査等計画

財務監査、行政監査及び決算審査等は、「宮城県監査委員監査基準」（令和２年４月１日施

行）、「監査等実施要綱（令和２年３月２４日改正）」及びこの計画に基づき実施するものとす

る。

１ 定期監査

（１） 対象機関                                  

「財務規則」「企業局組織規程」に規定する全ての機関とする。

ア 財務規則で定める本庁各課室及び地方公所（ ３０２か所 令和６年４月現在）

イ 企業局組織規程で定める本局及び地方機関（   ６か所 令和６年４月現在）

なお、組織改編等により廃止・統合された機関については、その事務を引き継いだ機

関を対象に実施する。この場合、監査資料は旧組織単位で作成するものとする。

（２）対象年度等

監査の対象年度は、原則として令和６年度とするが、必要に応じて令和６年度以外も対

象にする。

監査対象の事務は、監査対象機関の財務事務等におけるリスクや対応状況等について、

これまでの監査結果や宮城県内部統制行動計画等を踏まえて確認し、リスクの内容や程度

に応じて選定する。

（３）実施期間等

ア 委員監査

委員監査は、当該年度の４月から２月までの間に実施する。

イ 事務局監査

事務局監査は、委員監査の１か月前を目処に実施する。

（４）実施方法

定期監査は、原則として年１回実施するが、必要な場合は複数回監査等を実施する。

ア 委員監査

(ｱ) 全ての機関を対象とし、実地、書面又はリモートにより実施する。

(ｲ) 全ての機関について、監査資料のペーパーレス化を実施する。

(ｳ) 実地監査対象機関は以下のとおりとする。ただし、委員が認めた場合はこれによら

ないことができる。

ａ  知事部局、教育委員会、警察本部、議会、各種委員会

本庁各課室及び主要地方公所は、原則として全て実地監査とする。

（主要地方公所）

県税事務所、東京事務所、保健環境センター、保健福祉事務所、地方振興事務所、

産業技術総合センター、農業・園芸総合研究所、古川農業試験場、畜産試験場、

水産技術総合センター、林業技術総合センター、土木事務所、仙台中央警察署



その他の地方公所は、２年又は３年ごとに実地監査を実施する。ただし、委員が

認めた場合はこれによらないことができる。

ｂ 企業局

本局各課及び地方機関は、全て実地監査を実施する。

(ｴ) 実地監査及びリモート監査は、原則として１名の委員で実施する。

(ｵ) 書面監査は、原則として識見委員が実施する。

(ｶ) 実地監査において委員が必要と認めた場合は、工事現場の確認等を行う。

(ｷ) リモート監査は、「リモート監査実施要領」（令和５年４月１日改正）に基づき実施

する。

イ 事務局監査

(ｱ) 全ての機関を対象とし、原則として実地又は書面により実施する。

(ｲ) 全ての機関について、監査資料のペーパーレス化を実施する。

(ｳ) 書面監査は、「事務局職員による書面監査実施要領」（平成１７年４月１日改正）に

基づき実施する。

（５）重点事項

下記の項目については、特に事務局監査及び委員監査において留意して監査を実施す

る。

ア 内部統制の更なる浸透の促進に向けた取組

イ 収入未済額の縮減に向けた取組

ウ 公有財産等の適正管理に向けた取組

２ 行政監査

県の特定の事務や事業の執行を対象として実施する。

監査の実施に当たっては、行政監査実施要領（令和２年４月１日改正）に基づき行政事務

における事務処理の手続、行政の運営等において、適正な執行、経済性、効率性及び有効性

等の観点を主眼として実施する。

３ 決算審査

（１）審査の対象

知事から審査に付される決算書、附属資料及び関係帳票等に基づき実施する。

（２）審査の方法

本庁の定期監査と併せて実施することとし、普通会計決算審査については８月上旬まで

に、公営企業会計決算審査については７月下旬までに、各部局長等からの決算の概要説明

に対する聴き取りなどにより実施する。

実施に先立ち、各課室の事務事業や課題、前年度の指摘事項等への改善・成果等につい

て、各課室長からの聴き取りを計画的に実施する。

（３）決算審査意見書の提出

普通会計及び公営企業会計の決算審査意見書は、９月中旬まで知事に提出する。



４ 内部統制評価報告書の審査

内部統制評価報告書の審査は、「宮城県監査委員監査基準」に準拠し、「地方公共団体にお

ける内部統制制度の導入・実施ガイドライン」（（令和６年３月改定）総務省）の「Ⅴ監査委

員による内部統制評価報告書の審査」に基づき実施する。

（１）審査の対象

知事から審査に付される内部統制評価報告書、附属資料等に基づき実施する。

（２）審査の方法

事務局で報告書等の内容を確認するとともに、委員による審査を７月下旬までに内部統

制評価部局及び内部統制推進部局からの概要説明に対する聴き取りなどにより実施する。

（３）内部統制評価報告書に対する意見書

内部統制評価意見書を９月中旬まで知事に提出する。

５ その他の監査等

（１）例月出納検査

例月出納検査は、例月出納検査実施要綱（令和２年４月１日改正）及び例月出納検査実

施要領（令和６年８月２１日改正）に基づき実施する。

（２）財政的援助団体等監査

財政的援助団体等の監査は、財政的援助団体等監査実施要領（令和２年３月２４日改

正）及び財政的援助団体等監査実施対象選定基準（内規）（令和７年４月１日改正）

に基づき実施する。

ア 監査対象団体

概ね２０団体とする。

イ 監査の方法

委員監査、事務局監査は、実地、書面又はリモートにより行う。

（３）随時監査

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、必要があると認めるとき

に実施する。

（４）健全化判断比率等の審査

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、知事から審査に付される健全化判

断比率及び資金不足比率の審査を実施する。

６ 監査結果の公表

財務監査等の結果及び措置の公表は、県公報に登載して行うほか、監査委員事務局のホー

ムページに掲載する。



【令和７年度定期監査計画】（当初計画ベース）

表１ 委員監査                       （ ）内は、R6 年度計画

区 分
本 庁 地 方 機 関 合 計

実 地 実 地 書 面 計 実 地 書 面 計

普通会計 100( 98) 113(108) 89(94) 202(202) 213(206) 89(94) 302(300)

公営企業会計 2( 2) 4( 4) 0( 0) 4( 4) 6( 6) 0( 0) 6( 6)

102(100) 117(112) 89(94) 206(206) 219(212) 89(94) 308(306)

※令和 7年度の計画時点での実地監査率は、71.1％(69.3％)である。

※委員実地監査率の実績は 70％以上を目標とする。

※リモート監査は、実地に含めるものとする。

表２ 事務局監査                       （ ）内は、R6 年度計画

区 分
本 庁 地 方 機 関 合 計

実 地 実 地 書 面 計 実 地 書 面 計

普通会計 100( 98) 113(108) 89(94) 202(202) 213(206) 89(94) 302(300)

公営企業会計 2(  2) 4(  4) 0( 0) 4(  4) 6(  6) 0( 0) 6(  6)

102(100) 117(112) 89(94) 206(206) 219(212) 89(94) 308(306)

※令和 7年度の計画時点での実地監査率は、71.1％(69.3％)である。


